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危機時における災害廃棄物をめぐる現状と課題
1
























































































































































































1995年 34 21 30
1996年 11 8 1
1997年 5 1 1
1998年 6 9 6
1999年 6 5 2
2000年 10 7 13
2001年 7 7 5
2002年 0 0 0
2003年 3 3 3
2004年 14 14 10
2005年 8 14 12
2006年 5 8 10
2007年 16 13 7
2008年 2 8 3
2009年 6 2 7
2010年 4 0 0
2011年 120 192 183
2012年 391 600 441
2013年 96 141 88
2014年 41 72 39
2015年 51 41 60
2016年 68 55 74





合計 1000 1306 1095
表１　全国紙にみる「災害廃棄物」
もっとも，新聞では，災害廃棄物という語ではなく，「災害ごみ（ゴミ）」ということば




年 7 月 18 日・神奈川版の紙面が，初出である 20）。つぎに，『毎日新聞』の紙面にはじめ
て災害ごみというワードが出現したのは，1998 年 8 月 31 日・福島版の「白河市の清掃工
場…畳，家財野ざらし̶̶ゴミ処理能力，限界を超えた／福島」という記事においてであ
る 21）。もう一方の災害ゴミの語は，「［記者が行く］'98 年末　高知の豪雨で職員派遣　“救
援の精神”忘れないで／阪神」というタイトルの記事（1998 年 12 月 26 日・兵庫版）の
なかで，はじめて顔をだす 22）。最後に，『読売新聞』であるが，災害ごみは，1999 年 7 月
7 日・広島版の「豪雨災害　いつ戻る子どもたちの笑顔　佐伯区の河内小で転校 3人…＝












災害ごみ 災害ゴミ 災害ごみ 災害ゴミ 災害ごみ 災害ゴミ
1995年 － 1 － － － －
1996年 － 0 － － － －
1997年 － 0 － － － －
1998年 6 1 3 1 － －
1999年 3 0 4 0 2 2
2000年 29 1 38 0 32 0
2001年 10 1 7 0 7 1
2002年 4 0 0 0 0 0
2003年 0 1 7 0 4 0
2004年 62 3 48 1 53 3
2005年 5 3 18 4 3 6
2006年 9 4 6 1 7 0
2007年 20 1 14 1 6 7
2008年 11 2 11 1 11 1
2009年 7 0 7 1 5 2
2010年 3 0 0 1 2 0
2011年 30 8 24 2 21 19
2012年 11 3 7 1 4 3
2013年 9 0 5 0 5 1
2014年 15 1 3 0 2 0
2015年 8 0 19 2 24 5
2016年 29 3 22 3 41 3




39 16 52 17 97 3








城県内にある「常総市（人口約 6 万 5 千人）では，午前 6 時 30 分から若宮戸地先など
で鬼怒川左岸の溢水が始まり，12 時 50 分には三坂町で左岸が決壊し，市内が広範囲に
浸水した」27）。市の 3 分の 1 が浸水したこともあって，14 名の死者（災害関連死 12 名
危機時における災害廃棄物をめぐる現状と課題
9
をふくむ）をだすとともに，建物の被害も 5,119 棟（全壊：53 棟，大規模半壊：1,582 棟，
半壊：3,484 棟）におよんだ。避難者は，最大で 6,223 人にもたっしたという 28）。その




















































































































































いう，おなじ人物の発言にも留意する必要があろう。その後，同チームは，11 月 24 日に
15 名となり，12 月 1 日に 16 名までになった 55）。人員の増加だけでなく，当初は，「テー
ブル・椅子・電話機 1，PC各自持参，無線 LANあり」という執務室に，「電話機 5，コピー
FAX複合機 1，PCプリンター 1，2Tハードディスク 1（サーバー），デジカメ 3，ホワ






















チファイル 1冊分」の分量となり，「重さ 5㎏」にもたっした 60）。「算出明細表（積算根拠
明記）」「契約書」「仕様書」「随契理由書」「入札（見積）経過書」「見積書（業者提出）」「予
定価格書」「設計書，建設物価（該当箇所マーカー）」「業務実績報告総括表（数量確認）」




11 月 30 日に国に提出された，この災害報告書をもとに災害査定が実施されたのは，





初 57 億円あったものが，54 億円までカットされた」かたちとなった 65）。





4 4 4 4 4 4
気が付きました」
とのことで，「そこで，とりあえず















































































































まれた冷凍・冷蔵品を『災害ごみ』に指定し，清掃業者が負担する 10 キロ約 100 円の処
理費用を無料化」するなどの対応をとったという（『北海道新聞』〔函館・渡島・桧山版〕
2018 年 9 月 11 日，15 面）。ちなみに，筆者の自宅でいえば，地震発生と同時に停電をし，








〔2017 年 12 月 14 日〕）。
また，北海道胆振東部地震発生のわずか 15 日まえの『北海道新聞』の報道によれば，「豪
雨など大規模災害で発生するごみの処理に備え，国が市町村に策定を求める『災害廃棄物
処理計画』を定めた道内の市町村は，昨年 3月末時点で 179 市町村のうち 13 にとどま
る」とのことで（『北海道新聞』2018 年 8 月 22 日，1 面），「環境省の調査では，昨年 3
月時点の策定率は全国市町村の 23･7％，道内は 7･3％にとどまる」との数字がでており，
「全国の策定率を大きく下回る」状態にあることも付言しておく（『北海道新聞』2018 年
8 月 22 日，35 面）。
１） 宮城県環境生活部循環型社会推進課の資料「東日本大震災に係る災害廃棄物処理業務－総括検討状
況の概要－」。
２） 宮城県環境生活部循環型社会推進課へのヒアリング調査（2017 年 8 月 30 日）。
３） 前掲，宮城県環境生活部循環型社会推進課の資料「東日本大震災に係る災害廃棄物処理業務」。
４） 宮城県環境生活部循環型社会推進課へのヒアリング調査（2017 年 8 月 30 日）。東日本大震災による
放射能のチェックに関して，たとえば，茨城県では，「漂着物については，実際やっていないのが実
状」とのことであった（茨城県生活環境部廃棄物対策課へのヒアリング調査〔2018 年 2 月 27 日〕）。
５） 前掲，宮城県環境生活部循環型社会推進課の資料「東日本大震災に係る災害廃棄物処理業務」。
６） 宮城県環境生活部循環型社会推進課へのヒアリング調査（2017 年 8 月 30 日）。
７） 宮城県東日本大震災に係る災害廃棄物処理業務総括検討委員会「東日本大震災に係る災害廃棄物処理
業務総括検討報告書」（2015 年 2 月）（https://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/296089.





長補佐による発言（2017 年 12 月 14 日）。
10） 「災害廃棄物対策に関するシンポジウム」での小岩真之＝環境省環境再生・資源循環局災害廃棄物対
策室災害廃棄物対策官による発言（2017 年 12 月 14 日）。




リング調査〔2018 年 2 月 26 日〕）。







15） 『朝日新聞』1995 年 1 月 26 日，3面。
16） 『毎日新聞』〔大阪版〕1995 年 1 月 24 日（夕），2面。
17） 『読売新聞』1995 年 1 月 24 日，31 面。









20） 『朝日新聞』〔神奈川版〕1995 年 7 月 18 日，掲載面不明。
21） 『毎日新聞』〔福島版〕1998 年 8 月 31 日，掲載面不明。この記事では，「同センターは白河市と西白
河郡 1町 6 村の可燃物を焼却する施設だが，通常は西郷村の埋め立て地に運ばれる不燃物も，土砂
崩れの影響で同センターに集められている。このため全職員が休日返上で出勤し，災害ごみの受け
入れ作業を続けている」とされている（同上）。
22） 『毎日新聞』〔兵庫版〕1998 年 12 月 26 日，掲載面不明。「しかし，ちょうどこのころ，芦屋市の 2次隊は，
床上・床下浸水によって出た災害ゴミの片付けに追われていた」と，言及されている（同上）。
23） 『読売新聞』〔広島版〕1999 年 7 月 7 日，25 面。「呉市災害ごみ搬入受け入れ　7月 31 日まで，宝町
埋め立て地と広多賀谷三の埋め立て処分場で無料受け入れ」というかたちで，記されている（同上）。




25） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。





27） 常総市「平成27年9月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理実行計画」（2015年 11月 17日〔第
一版〕2016 年 9 月 23 日〔第二版〕）（http://dwasteinfo.nies.go.jp/archive/past_doc/201509joso_
jikkou.pdf〔2018 年 9 月 5 日〕），1頁。
28） 常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について－茨城県常総市の
対応－」。
29） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
30） 常総市水害対策検証委員会「平成 27年常総市鬼怒川水害対応に関する検証報告書－わがことと
して災害に備えるために－」（2016 年 6 月 13 日）（http://www.city.joso.lg.jp/ikkrwebBrowse/




年 6 月 13 日），16 頁。
33） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
34） 同上。
35） 同上。
36） 前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」。
37） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
38） 同上。
39） https://dwasteinfo.nies.go.jp/archive/interview/sou_02.html（2018 年 9 月 5 日）。
40） 前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」。
41） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。このほか，「防災課と仮置場，仮設住宅を，ど
の公園にするかの調整」もでてくるそうだ（「災害廃棄物対策に関するシンポジウム」での杉山善昭・






務総括検討委員会，前掲書「東日本大震災に係る災害廃棄物処理業務総括検討報告書」〔2015 年 2 月〕，
53 頁。
43） http://dwasteinfo.nies.go.jp/archive/interview/joso_city_2_3.html（2018 年 9 月 5 日）。
44） 常総市役所でのヒアリング調査（2018年 2月26日）。ちなみに，「仮置場へは，分別して搬入したほうが，
処理をしてくれる業者を選定しやすいし，危険性も減る」とのことだ（前掲，「災害廃棄物対策に関
するシンポジウム」での小西による発言〔2017 年 12 月 14 日〕）。
45） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
46） 前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」。
47） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
48） 前掲，常総市「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理実行計画」（2015 年 11
月 17 日〔第一版〕2016 年 9 月 23 日〔第二版〕），3頁。
49） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
50） 前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」。
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51） 前掲，「事例コード　201503 － 2015 年（平成 27 年）　関東・東北豪雨による災害－」，7頁。
52） 前掲，常総市「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理実行計画」（2015 年 11
月 17 日〔第一版〕2016 年 9 月 23 日〔第二版〕），18 頁。
53） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
54） 前掲，「事例コード　201503 － 2015 年（平成 27 年）　関東・東北豪雨による災害－」，6頁。
55） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2月 26 日）。また，人員面では，「5W2Hと廃棄物以外の写真」
を撮影するための「記録担当の配置」があってもよかったとのことだ（前掲，常総市役所の資料「平
成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」）。
56） 前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」。
57） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
58） 同上。
59） 前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」。
60） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
61） 前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」。
62） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
63） 前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」。
64） 同上。
65） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
66） 前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物処理について」。
67） http://dwasteinfo.nies.go.jp/archive/interview/joso_city_2_3.html（2018 年 9 月 5 日）。
68） 前掲，「事例コード　201503 － 2015 年（平成 27 年）　関東・東北豪雨による災害－」，9頁。
69） 常総市役所でのヒアリング調査（2018 年 2 月 26 日）。
70） 常総市の場合，2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の折り，地域交流センターである，「お城のちかくに，
仮置場を設置したが，あまりでなかった」ことが，仮置場選定の優先順位をひくくしてしまった一
因かもしれない（常総市役所でのヒアリング調査〔2018 年 2 月 26 日〕）。
71） 「災害廃棄物対策に関するシンポジウム」での宮田俊範・全国地方新聞社連合会会長による発言（2017










識」は「薄い」ままで（前掲，常総市役所の資料「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害廃棄物
処理について」），「この処理は環境部局がやればいいとの意識」が，一貫して存在していたという（常
総市役所でのヒアリング調査〔2018 年 2 月 26 日〕）。
76） 熊本地震のケースでは，「一次仮置場を，だれが運営するかも，県が実施」したという（前掲，「災






省関東地方環境事務所廃棄物・リサイクル対策課課長による発言〔2017 年 12 月 14 日〕）。
77） その一方で，「一般に，災害廃棄物は，一般廃棄物で」，「国のほうで，補助するしくみを利用してい
ただいて」，「市町村さんに処理をしていただく」という，国の論理が存在することも忘れてはなら
ない（前掲，「災害廃棄物対策に関するシンポジウム」での小岩による発言〔2017 年 12 月 14 日〕）。
78） 宮城県七ヶ浜町でのヒアリング調査（2017 年 8 月 29 日）。
79） 宮城県東日本大震災に係る災害廃棄物処理業務総括検討委員会，前掲書「東日本大震災に係る災害
廃棄物処理業務総括検討報告書」（2015 年 2 月），53 頁。あわせて，常総市の場合，仮置場には，「タ
イヤがすごかった」ので，「この際だから，捨てちゃえと」いって，「便乗してもってくる」不法投
棄があったようだが，こうした動きにも注意する必要がある（神達岳志・常総市長へのヒアリング
調査〔2018 年 2 月 26 日〕）。
80） 茨城県生活環境部廃棄物対策課へのヒアリング調査（2018 年 2 月 27 日）。
81） 前掲，「災害廃棄物対策に関するシンポジウム」での山根による発言（2017 年 12 月 14 日）。







業務総括検討報告書」〔2015 年 2 月〕，56 頁）。
83） 「災害廃棄物対策に関するシンポジウム」での大迫政浩＝国立環境研究所資源循環・廃棄物研究セン
ター長による発言（2017 年 12 月 14 日）。
84） 茨城県生活環境部廃棄物対策課へのヒアリング調査（2018 年 2 月 27 日）。
85） 宮城県東日本大震災に係る災害廃棄物処理業務総括検討委員会，前掲書「東日本大震災に係る災害
廃棄物処理業務総括検討報告書」（2015 年 2 月），56 頁。
86） 同上，57 頁。
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